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はじめに 

本調査は、中小企業における労働事情を的確に把握し、適切な労働対策を樹立すること、並びに時宜を

得た中央会の雇用・労働対策事業の推進に資することを目的に、毎年全国一斉に実施しています。本調査

結果が大分県内の中小企業における労働事情の実態把握と今後の対応に多少なりともお役に立てれば幸

いです。 

本調査実施にあたり、ご協力賜りました会員組合並びに関係者各位の皆様方に、深く感謝申し上げます

とともに、今後ますますのご発展を祈念いたします。 

 

Ⅰ 調査の概要 

１．調査の目的 

  この調査は、大分県内の中小企業における労働事情を的確に把握し、適正な中小企業労働対策の樹

立並びに時宜を得た中央会の雇用・労働対策事業の推進に資することを目的とする。 

 

２．調査実施機関 

   大分県中小企業団体中央会 

 

３．調査実施方法 

（１）調査方法 

   郵送によるアンケート調査（各都道府県中小企業団体中央会による全国一斉調査） 

（２）調査対象の選定 

   大分県内の中小企業で従業員３００人以下の事業所を業種・規模を勘案しながら任意抽出した。

なお、業種の区分については以下のとおりである。 

Ａ.製造業  

ａ．｢食料品製造業」 ｂ．｢繊維工業」 ｃ．｢木材・木製品製造業」 ｄ．｢印刷・同関連業」  

ｅ．｢窯業・土石製品製造業」 ｆ．｢化学工業」 ｇ．｢金属・同製品製造業」  

ｈ．｢機械器具製造業」 ｉ．｢その他の製造業」 

Ｂ．情報通信業  

Ｃ．運輸業  

Ｄ．建設業  

ａ．「総合工事業」 ｂ．「職別工事業」（設備工事業を除く） ｃ．「設備工事業」  

Ｅ．卸売業  

Ｆ．小売業  

Ｇ．サービス業 

ａ．「対事業所サービス業」 ｂ．「対個人サービス業」 

（３）調査対象数 
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   調査対象数は、県下６００事業所（製造業３３０事業所、非製造業２７０事業所）を任意抽出し

た。 

（４）調査内容 

   調査内容の大要は次のとおりとする。 

   ①経営に関する事項 

   ②賃金に関する事項 

   ③雇用に関する事項 

   ④労働時間に関する事項 

   ⑤その他労働に関する時々の重要事項 

（５）調査票の概要 

   全国中小企業団体中央会において準備した、全国統一様式の調査票を使用した。 

（６）調査票の様式 

   「令和２年度中小企業労働事情実態調査票」巻末参考資料 

（７）調査時点 

   令和２年７月１日現在 

 

４．調査票の集計 

（１）集計方法 

   集計結果は基本的に百分率で示しているが、小数点以下第２位で四捨五入しているため、合計は

必ずしも１００％にならない場合がある。 

（２）集計実施団体 

   調査票は本会で回収・点検後、全国中小企業団体中央会において全国版・大分県版の集約が行わ

れた。 
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Ⅱ 回答事業所の概要 

１．回答事業所数の内訳 

調査対象６００事業所（製造業３３０事業所、非製造業２７０事業所）の内、有効回答数は、３２１

事業所（製造業１７２事業所、非製造業１４９事業所）で５３．５%であった。規模別にみると従業員

数「１～９人」が１０２事業所、「１０～２９人」が１２１事業所、「３０～９９人」が８３事業所、

「１００～３００人」が１５事業所となっている。 

 

≪回答率≫                    

 

 

 

 

 

 

 

≪回答事業所の内訳≫ 

                   回答事業所の従業員規模別の割合は、「１～９人」が３１. 

                    ８％、「１０～２９人」が３７．７％、「３０～９９人」 

                   が２５．９％、「１００～３００人」が４．７％であった。 

                     

                    

 

 

 

 

２．雇用形態別構成比 

従業員の雇用形態別構成比では、大分県内の正社員の比率は７４．９％、非正社員の比率は２５．１％

（パートタイマー１３．９％、派遣３．０％、嘱託・契約社員４．９％、その他３．３％）となっており、

全国の正社員比率７５．４％と比べてもほぼ同等の結果となっている。 

業種別の正社員比率をみると、製造業においては７１．１％であるが、非製造業においては８１．７％

と１０．６ポイントの開きがある。「パートタイマー」、「派遣」、「嘱託・契約社員」、「その他」などの雇

用形態では、全国平均と比べ大きな差は見られなかった。 

 

 

 

 

 

調査事業所数 回答事業所数 回答率

全産業 600 321 53.5%

製造業 330 172 52.1%

非製造業 270 149 55.2%

102

121

83

15

321合計（事業所数）

従業員規模別

従業員数　　　　　１～９人

従業員数　　　１０～２９人

従業員数　　　３０～９９人

従業員数　１００～３００人
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≪雇用形態別構成比≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．常用労働者男女別構成比 

常用労働者の男女構成比では、全国が男性７０．１％、女性２９．９％となっているのに対し、大分県

では男性６７．４％、女性３２．６％となっており、女性の割合が若干高くなっている。 

また、業種別にみると製造業では男性が６３．３％、女性が３６．７％、非製造業では男性が７５％、

女性が２５％となっており、非製造業に比べ製造業の方が女性の割合が高い結果となった。 

 

≪常用労働者男女別構成比≫ 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 調査結果の概要 

 

 

 

 

 

 

業種別 正社員 パートタイマー 派遣 嘱託・契約社員 その他

全国 75.4% 14.4% 2.0% 5.6% 2.6%

大分県 74.9% 13.9% 3.0% 4.9% 3.3%

　製造業 71.1% 15.5% 4.2% 5.9% 3.3%

　非製造業 81.7% 10.9% 0.9% 3.1% 3.3%
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Ⅲ 調査結果の概要 

〇経営状況について                           

１．経営状況 

 現在の経営状況では、１年前と比べて「良い」と回答した県内の事業所は７．８％、「変わらない」

と回答した事業所は２９．６％、一方「悪い」と回答した事業所は最も多く６２．６％となっている。 

 業種別にみると、製造業では「良い」と回答した事業所が４．７％、「変わらない」と回答した事業

所が２５％、「悪い」と回答した事業所が７０．３％となっている。非製造業では、「良い」と回答し

た事業所が１１．４％、「変わらない」と回答した事業所が３４．９％、「悪い」と回答した事業所が

５３．７％となっており、非製造業に比べ製造業の方が、「悪い」と回答した事業所が１６．６ポイン

ト多い結果となった。 

 

≪経営状況≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．主要事業の今後の方針 

現在行っている主要事業の今後の方針では、「現状維持」と回答した事業所が５６．６％と最も多

く、次いで「強化拡大」が４０％となっている。一方、全国では「現状維持」と回答した事業所が６

７．３％、次いで「強化拡大」が２５．２％となっており、全国平均と比べ大分県では「強化拡大」に

取り組むと回答した事業所が１４．８ポイント多い結果となった。 
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≪主要事業の今後の方針≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．経営上の障害 

経営上の障害についてでは、「販売不振・受注の減少」と回答した事業所が４７．６％と最も多く、

次いで「人材不足（質の不足）」が４３．１％、「労働力不足（量の不足）」が２９．１％となってい

る。全国平均においても、「販売不振・受注の減少」と回答した事業所が５０．６％、「人材不足（質

の不足）」が４３．９％、「労働力不足（量の不足）」が２６％となっていることから、全国的に雇用

に関する課題が大きな障害となっている。 

 

≪経営上の障害≫ 
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４．経営上の強み 

経営上の強みについてでは、「製品の品質・精度の高さ」と回答した事業所が３２．９％と最も多

く、次いで「製品・サービスの独自性」が３１．９％、「技術力・製品開発力」が２６．２％となって

いる。一方、全国平均では、「顧客への納品・サービスの速さ」が２７．３％と最も多く、「技術力・

製品開発力」が２５．５％、「製品の品質・精度の高さ」が２４．９％となっていることから、大分県

内企業の経営上の強みが顕著に表れる結果となっている。 

 

≪経営上の強み≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇従業員の労働時間について                       

１．週所定労働時間 

 大分県内の従業員の週所定労働時間は、「４０時間」が５４．２％と最も多く、次いで「３８時間超

え４０時間未満」が２２．１％、「３８時間以下」が１５．３％、「４０時間超え４４時間以下」が

８．４％となっている。 

 週所定労働時間が４０時間以下の事業所の割合は大分県・全国ともにで９１．６％となっている。 

 週所定労働時間を従業員の規模別にみると、「１００人～３００人」規模の事業所では、全ての事業

所で週所定労働時間が４０時間以下となっている。一方、「１人～９人」規模の事業所では、「４０時

間以下」の事業所は８４．４％にとどまっている。 
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≪週所定労働時間≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．月平均残業時間 

 大分県内の月平均残業時間は「１０時間未満」が３１．５％と最も多く、次いで「０時間」が２７．

７％、「１０時間～２０時間未満」が１９．６％となっている。 

 内訳は、製造業では、「１０時間未満」が３０．２％、「０時間」が２５％、「１０時間～２０時間

未満」が２０．９％、非製造業では、「１０時間未満」が３２．９％、「０時間」が３０．９％、「１

０時間～２０時間未満」が１８．１％となっている。 

 月平均残業時間を従業員規模別にみると「１～９人」の事業所では、「０時間」が５２．９％、「２

０時間～３０時間」が７．８％となっているのに対し、「１００人～３００人」の事業所では、「０時

間」が０％、「２０時間～３０時間」が２６．７％、従業員規模の大きい事業所の月平均残業時間の多

さが際立つ結果となっている。 

 

≪月平均残業時間≫ 
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〇従業員の年次有給休暇について                       

１．平均付与日数 

大分県内の年次有給休暇平均付与日数は「１５日～２０日未満」が４３．８％と最も多く、次いで

「１０日～１５日未満」が３５．１％となっている。 

 平均付与日数を従業員規模別にみると、「１～９人」の事業所では、「１０日～１５日未満」が４

３．６％と最も多いのに対し、「１００人～３００人」の事業所では、「１５日～２０日未満」が９

３．３％と最も多く、従業員数の多い事業所では付与日数も多い結果となった。 

 

≪年次有給休暇の平均付与日数≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．平均取得日数  

 大分県内の年次有給休暇平均取得日数は「５日～１０日未満」が５３．２％と最も多く、次いで「１

０日～１５日未満」が２７．６％となっている。 

業種別にみると製造業と非製造業ともに「５日～１０日未満」が最も多く、製造業では５１．２％、

非製造業では５５．６％となっている。 

 規模別にみると、従業員数が「１人～９人」の事業所では「５日未満」が１１．７％であるのに対

し、「１００人～３００人」の事業所では「５日未満」と回答した事業所はなかった。 
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≪年次有給休暇の平均取得日数≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．平均取得率  

 大分県内の年次有給休暇平均取得率は「５０～７０％」が３３．４％と最も多く、次いで「７０～１

００％」が２８．６％となっている。全国でも「５０～７０％」が３３．１％、次いで「７０～１０

０％」が３１％となっており、おおむね全国平均と同程度の結果となった。 

 業種別にみると、製造業では「５０％～７０％未満」が３２．３％と最も多く、次いで「７０～１０

０％未満」が３０．５％となっている。非製造業では「５０～７０％未満」が３４．７％と最も多く、

次いで「３０～５０％未満」が２７．１％となっており、製造業、非製造業ともに６割以上の事業所

で、年次有給休暇が５０％以上取得されていることが分かった。 

 

≪年次有給休暇の平均取得率≫ 
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〇新規学卒者の採用について                         

１．令和２年３月新規学卒者の採用計画の有無 

大分県内の令和２年３月新規学卒者の採用計画の有無は、「あった」が１８．９％、「なかった」が

８１．１％となり、全国とほぼ同様の結果となった。 

 規模別にみると、「１～９人」の事業所では、「なかった」が１００％であるのに対し、「１００～

３００人」の事業所では、「あった」が７３．３％、「なかった」が２６．７％となっており、規模の

大きい事業所ほど、採用計画が「あった」と回答した事業所が多くなっている。 

 

≪新規学卒者の採用計画の有無≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

２．令和２年３月新規学卒者の採用充足率および採用人数と初任給  

 大分県内の新規学卒者の初任給（加重平均）は、「大学卒の事務系」のみ全国平均を上回ったが、そ

れ以外はすべて全国より低い結果となった。 

 採用計画人数に対する採用実績人数の割合である充足率を見ると、「短大卒（高専含む）」が８５．

７％、「大学卒の技術系」が９０％、「専門学校卒の技術系・大学卒の事務系」が１００％と比較的高

くなっているのに対し、高校卒は、「事務系」が６６．７％、「技術系」が７４．４％と低く、若年労

働者の採用が厳しい結果となっている。 
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≪新規学卒者の採用状況・初任給≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３． 令和３年３月の新規学卒者の採用計画等 

大分県内の令和３年３月の新規学卒者の採用計画は、「ある」が３０．７％、「ない」が４４．

８％、「未定」が２４．５％であった。 

 規模別にみると、「１～９人」の事業所では「ある」が９．９％、「ない」が６７．３％、「未定」

が２２．８％であるのに対し、「１００～３００人」の事業所では「ある」が５３．３％、「ない」が

２０％、「未定」が２６．７％となり、規模の大きい事業所ほど採用に意欲的であるという結果であっ

た。 

 また、大分県内の採用予定事業所数については、「高校卒」が７８事業所、専門学校卒が１９事業

所、短大卒（高専含む）が１５事業所、「大学卒」が３４事業所。 

 大分県内の事業所当たりの平均採用予定人数は、「高校卒」が２．３３人、専門学校卒が１．４２

人、短大卒（高専含む）が１．４０人、「大学卒」が１．５０人であった。 

 

≪令和３年３月の新規学卒者の採用計画等≫ 

 

 

 

 

 

 

※（　）内は単位

大分県（円） 全国（円）

技術系 156,584 167,016 78 58 74.4 1.66

事務系 162,500 164,092 3 2 66.7 1

技術系 165,000 180,820 15 15 100.0 2.14

事務系 ― 173,885 0 0 0 0

技術系 172,978 181,086 7 6 85.7 1

事務系 ― 176,579 0 0 0 0

技術系 194,389 203,406 10 9 90.0 1.29

事務系 200,103 198,430 10 10 100.0 1.67

※大分県内における調査結果を掲載

採用計画
人数

（人）

採用実
績人数
（人）

平均採用
人数

（人）

大学卒

充足率
（％）

高校卒

専門学校卒

短大卒
（高専含む）

新規学卒者の初任給〈加重平均〉

ある ない 未定 高校卒 専門学校卒 短大卒（高専含む） 大学卒

24.5 54.8 20.7 3,796(2.50) 1,146(1.63) 693(1.52) 2,175(2.19)

30.7 44.8 24.5 78(2.33) 19(1.42) 15(1.40) 34(1.50)

9.9 67.3 22.8 7(1.71) 2(1.00) 1(1.00) 3(1.67)

27.5 40.8 31.7 28(1.93) 7(1.43) 6(1.67) 12(1.50)

56.6 27.7 15.7 36(2.75) 9(1.56) 7(1.14) 18(1.50)

53.3 20 26.7 7(2.43) 1(1.00) 1(2.00) 1(1.00)

32 44.8 23.3 47(1.89) 6(1.33) 9(1.22) 14(1.29)

29.3 44.9 25.9 31(3.00) 13(1.46) 6(1.67) 20(1.65)

採用予定事業所数（平均採用予定人数）

全国

大分県

１～９人

　　　　　　※（　）内は１事業所当たりの平均採用予定人数

１０～２９人

非製造業

採用計画の有無（単位:％）

３０～９９人

１００～３００人

製造業
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〇高年齢者の雇用について                            

１．６０歳以上の高年齢者の雇用状況 

  大分県内の６０歳以上の高年齢者の雇用状況は、「雇用している」が７８．４％、「雇用していない」

が２１．６％となっている。一方、全国では「雇用している」が８０．５％、「雇用していない」が１

９．５％となっており、県内の６０歳以上の高年齢者の雇用状況は、おおむね全国平均と同様の結果とな

った。 

  規模別にみると、「１～９人」の事業所では「雇用している」が５４．５％に対し、「３０～９９人」

の事業所では９５．２％、「１００～３００人」の事業所では１００％となっており、１０人以上の規模

の事業所の８割以上が６０歳以上の高年齢者を雇用している結果となった。 

 

≪６０歳以上の高年齢者の雇用状況≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
２．高年齢者雇用措置で講じた内容 

大分県内における高年齢者雇用措置で講じた内容については、「再雇用など雇用継続制度を導入した」

が５９．９％と最も多く、次いで「定年を６５歳以上に引き上げた」が３０．８％、「定年の定めを廃止

した」が９．３％であった。 

一方全国では、「再雇用など雇用継続制度を導入した」が６６．２％と最も多く、次いで「定年を６５

歳以上に引き上げた」が２３．１％であった。全国平均と比べ大分県では、「定年を６５歳以上に引き上

げた」と回答した事業所が７．７ポイント多い結果となった。 
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≪高年齢者雇用措置で講じた内容≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
３．高年齢者の労働条件（６０歳前との比較） 

  大分県内における高年齢者の労働条件のうち「賃金」については、「変わらない」とした事業所が４

１．３％と最も多く、全国平均の３６．６％と比較して４．７ポイント高くなっている。 

 事業所規模別にみると、従業員９９人以下の事業所の４０％以上が「変わらない」としているのに対

し、「１００人～３００人」の事業所では２０％と２０ポイント以上低くなっている。 

  「役職」についても、「変わらない」とした事業所が５０．６％と最も多く、全国平均の４３．７％と

比較して６．９ポイント高くなっている。 

  事業所規模別にみると、従業員９９人以下の事業所の４４．９％以上が、「変わらない」としているの

に対し、「１００人～３００人」の事業所では２６．７％と１８ポイント以上低くなっている。 

  事業所規模の小さい事業所ほど賃金や役職を変えていない傾向にあるという結果になっている。 

 「仕事の内容」、「１日の労働時間」、「週の労働時間」については概ね全国と同様の結果となってい

る。  
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≪高年齢者の労働条件≫  

 

賃金 役職 仕事の内容 

一律に

下がる 

変わら

ない 

個人に

よる 
変わる 

変わら

ない 

個人に

よる 
変わる 

変わら

ない 

個人に

よる 

全国 23.0 36.6 40.4 19.2 43.7 37.1 7.3 59.2 33.5 

大分県 21.1 41.3 37.7 14.8 50.6 34.6 6.1 58.9 35.0 

１～９人 21.2 44.2 34.6 9.6 63.5 26.9 5.8 71.2 23.1 

１０～２９人 16.8 43.6 39.6 13.3 52.0 34.7 8.0 56.0 36.0 

３０～９９人 25.3 40.5 34.2 20.5 44.9 34.6 3.8 58.2 38.0 

１００～ 

３００人 
26.7 20.0 53.3 13.3 26.7 60.0 6.7 40.0 53.3 

製造業 24.3 42.6 33.1 18.8 48.1 33.1 5.2 64.4 30.4 

非製造業 17.1 39.6 43.2 10.0 53.6 36.4 7.2 52.3 40.5 

           

  

１日の労働時間 週の労働日数    

少なく

なる 

変わら

ない 

個人に

よる 

少なく

なる 

変わら

ない 

個人に

よる 
   

全国 9.6 65.5 24.8 10.8 63.5 25.7    

大分県 12.6 66.7 20.7 13.1 64.1 22.9    

１～９人 15.4 71.2 13.5 21.2 67.3 11.5    

１０～２９人 17.0 62.0 21.0 18.0 56.0 26.0    

３０～９９人 7.6 65.8 26.6 3.8 66.7 29.5    

１００～ 

３００人 
0 86.7 13.3 0 93.3 6.7    

製造業 11.9 66.7 21.5 12.7 65.7 21.6    

非製造業 13.5 66.7 19.8 13.5 62.2 24.3    

 

４．高年齢者就業確保措置の新設を把握していたか 

  大分県内における高年齢者就業確保措置新設の把握状況については、「把握している」と回答した事業

所は５７．９％と全国の５４．４％とほぼ同じ結果であった。 

  業種別においても差異は見られなかったが、規模別にみると「１～９人」で「把握している」と回答し

た事業所は４７．４％であるのに対し、「１００～３００人」では９３．３％となっていることから、事

業規模が１００人以上の事業所では、ほぼ把握されているが、それ以下の事業所の周知が十分でない結果

となっている。 
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≪高年齢者就業確保措置新設の把握状況≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．高年齢者就業確保措置のために、どのような措置を講じる予定か 

   大分県内における高年齢者就業確保措置のために講じる措置については、「７０歳までの雇用継続制

度の導入」を予定しているが４３．８％と最も多く、次いで「今後他社の対応等の情報収集をしながら

考えたい」が３１．８％、「７０歳までの定年引上げ」が８％となっている。 

 全国では、「今後他社の対応等の情報収集をしながら考えたい」が３７％と最も多く、次いで「７０歳ま

での継続雇用制度の導入」が３３．４％、「定年の廃止」が１０．１％の順となっている。 

 

≪高年齢者就業確保措置に講じる予定≫ 
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〇新型コロナウイルス感染拡大による影響について              

１．経営への影響 

 大分県内における新型コロナウイルス感染症による経営への影響は、「売上高の減少」が７３．１％

と最も多く、次いで「取引先・顧客からの受注減少」が５６．９％、「営業活動等の縮小」が３８．

４％の順となっている。 

 この傾向は、全国と比較してもほぼ同様の結果となっている。 

 業種別にみると、製造業では「売上高の減少」が７２．６％と最も多く、次の「取引先・顧客からの

受注減少」も６８％と両者とも高い水準にあり、以下「営業活動等の縮小」３９．５％、「休業の実

施」３２％がそれに続いている。 

 非製造業でも「売上高の減少」が６９．６％と最も多いものの、「取引先・顧客からの受注減少」は

４３．９％と製造業ほど高くはなく、次の「営業活動等の縮小」３７．２％に近い結果となっている。 

 製造業、非製造業問わず、７割近い事業所が「売上高の減少」と回答しており、新型コロナウイルス

感染症が、あらゆる業界の経営に深刻な影響を与えていることが垣間見える結果となっている。 

 

 

２．従業員等の雇用環境の変化 

大分県内における新型コロナウイルス感染拡大による雇用環境の変化については、「特に変化はな

い」が４２％、次いで「労働日数を減らした従業員がいる」が２６．８％、「子の学校等休校のため欠

勤・遅刻・早退をした従業員がいる」が２２．３％と続いている。 

全国においても、「特に変化はない」が４６．８％、次いで「労働日数を減らした従業員がいる」が

２５．５％、「子の学校等休校のため欠勤・遅刻・早退をした従業員がいる」が２２．９％であり、同

様の傾向であるが、「特に変化がない」が全国より５ポイント近く低いことから、全国よりも影響を受

けていることが垣間見える。 

大分県内では、「休職・教育訓練をしてもらった従業員がいる」が１４％に上るなど、新型コロナウ

イルス感染拡大により、雇用環境にも様々な変化が起きていることが分かる。 
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≪新型コロナウイルス【経営への影響】≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
≪新型コロナウイルス【従業員等の雇用環境の変化】≫ 
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３．従業員の労働環境の整備 

大分県内の事業所が実施した新型コロナウイルス感染拡大に対する労働環境の整備で最も多かった回答

は、「特に整備していない」が６２．２％と最も多く、全国平均の５３．１％と比べても９．１ポイン

ト高い結果となっている。 

整備した内容としては、「時短勤務の導入」が最も多く１２．７％、次いで「テレワークの導入」８．

３％、「時差出勤の導入」７．３％と続いているが、その割合は全国の６割程度にとどまっている。 

これには、緊急事態宣言が発出された東京をはじめとする首都圏の事業所の方が、整備せざるを得な

い緊急性が高かったことが影響していると推測される。 

 

≪新型コロナウイルス【従業員の労働環境の整備】≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．雇用維持等のために活用（申請）した助成金について 

大分県内の事業所が、新型コロナウイルス感染拡大により、雇用の維持のために活用（申請）し

た助成金では、「雇用調整助成金」が３２．９％と最も多く、次いで「持続化給付金」が３２．

２％となっている。いずれも全国平均を１．５～３．８ポイント上回るなど、県内事業者による支

援施策の活用が進んでいることが分かる結果となっている。 

一方で、「活用していない」と回答した事業所は、全国平均の４６．４％よりも２．８ポイント

少ないものの、４３．６％と多く、４割を超える事業所が助成金等を活用していないという結果と

なった。 
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≪新型コロナウイルス【雇用維持等のために活用した助成金】≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇賃金改定について                           

１．賃金改定の実施状況 

大分県の令和２年１月１日から令和２年７月１日までの間における賃金改定の実施状況については、

「引上げた」が３４．９％と最も多く、次いで「未定」と回答した事業所が２９．２％、「今年は実施

しない（凍結）」が２２．８％と続いている。 

規模別にみると、「１００人～３００人」の事業所では「引上げた」が６４．３％であるのに対し、

「１～９人」の事業所では１９．６％と４４．７ポイント低く、規模が小さくなるに従って「今年は実

施しない（凍結）」及び「未定」と回答した事業所の割合が多くなっていることが分かる。 

  

 平均所定内賃金（改定後）は２２９，７１２円、平均昇給額は３，２５３円、平均昇給率は１．４

４％となっている。全国の平均所定内賃金（改定後）の２５７，８５４円と比べ、２８，１４２円下回

っている。 

 業種別にみると、製造業の昇給額の２，７１５円に対し、非製造業は５，２５９円と２，５４４円の

差があり、業種により大きな開きが見られた。 
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≪賃金改定実施状況≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪平均所定内賃金（加重平均）≫  

  
平均所定内賃金（加重平均）※１ 

事業所数 対象者数 改定前の賃金 改定後の賃金 昇給額 昇給率 

全国 9,154 262,975 人 253,231 円 257,854 円 4,623 円 1.83% 

大分県 135 3,612 人 226,459 円 229,712 円 3,253 円 1.44% 

製造業 85 2,849 人 221,124 円 223,839 円 2,715 円 1.23% 

非製造業 50 763 人 246,383 円 251,642 円 5,259 円 2.13% 

１～９人 36 137 人 225,823 円 228,249 円 2,426 円 1.07% 

１０～２９人 44 587 人 217,183 円 221,824 円 4,641 円 2.14% 

３０～９９人 42 1,564 人 236,177 円 239,308 円 3,131 円 1.33% 

１００～３００人 13 1,324 人 219,159 円 222,026 円 2,867 円 1.31% 

※１加重平均＝（各事業所の昇給額×対象人数）の総和÷常用労働者の総和 
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２．賃金改定の内容 

令和２年１月１日から令和２年７月１日までの間に「引上げた」又は、「令和２年７月以降引上

げ予定」と回答した県内の事業所における、賃金改定の内容で最も多かったのは「定期昇給」で５

９．５％、次いで「基本給の引上げ（定期昇給制度のない事業所）」が２８．６％、「諸手当の改

定」が１８．３％の順となっている。 

全国においては、「定期昇給」が６２．４％と最も多く、「基本給の引上げ（定期昇給制度のな

い事業所）」が３０％、「ベースアップ」が１４．１％と続いている。 

全国と比較すると「諸手当の改定」と回答した事業所が全国の１２．６％に対し、大分県では１

８．３％であり５．７ポイント多いという結果となった。 

 

≪賃金改定の内容≫ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
３．賃金改定の決定要素 

 

３．賃金改定の決定要素 

令和２年１月１日から令和２年７月１日までの間に「引上げた」又は「令和２年７月以降引上げ

予定」と回答した県内の事業所における、賃金改定の決定要素の内容で最も多かったのは「企業の

業績」が５９．４％で、次いで「労働力の確保・定着」が５５．６％、「労使関係の安定」が２

５．６％と続いている。この結果は、全国と比較しても同様の傾向であった。 

業種別にみると、「企業の業績」と回答した事業所は、製造業で６３．４％、非製造業で５４．

８％となった。一方、「労働力の確保・定着」と回答した事業所は、製造業で５３．５％、非製造

業で５８．１％という結果となり、製造業では業績を重視、非製造業では労働力の確保定着を重視

している傾向にあるという結果となった。 
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≪賃金改定の決定要素≫ 
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〇労働組合の有無について                           

１．労働組合の有無 

大分県における労働組合の有無については、「ある」と回答した事業所が５％、「ない」と回答した

事業所が９５％であった。 

全国では、「ある」と回答した事業所が７％、「ない」と回答した事業所が９３％であった。 

規模別にみると、「３０～９９人」の事業所では「ある」が８．４％、「１００～３００人」の事業

所では「ある」が２０％であり、規模が大きい事業所ほど労働組合が組織されていることが分かる。 

 

≪労働組合の有無≫ 
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【参考資料】令和２年度中小企業労働事情実態調査票
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